
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































58 Kambarte l（1989 ,1992），Hartmann/Janich
（1996,1998），Lorenzen（1987），Steimann/Scherer
（1998）を参照｡
59 Kambartel（1989）を参照｡
60 Lueken（1992）,S.118を参照｡
61 このことをすでにMax Weber（1972）はS.28､122－
123で権力と支配を周知のように区別することによって
そのようにみなしていた｡
62 Lorenzen（1987），S.239,Steinmann/L‥ohr（1994），
S.74を参照｡
63 Kambartel（1989,1992）｡
64 このような行動様式はすでに｢理性の文化｣を前提に
しているから､相対主義の非難は明白である｡これに対
して､実践論理的で非経験的な文化概念がその考え方の
基礎になっていることを示唆しているのがKambartel
である｡この意味における理性の文化は､常に他の文化
との非ドグマ的相互作用に対してオープンでなければ
ならないであろう｡Kambartel（1998）､S.212－213を参
照｡
65 Hanekamp（2000）,S.16－17,類似のものとしては､
Nida－Rumelin（1996）,S.60－61を参照｡
66 Hanekamp（2000）,S.16を参照｡提案された区別はそ
こでは共通行為に対するその合目的性を考慮して自ら
導入されている｡
67 これについて詳しくは､Hanekamp（2001）を参照｡
68 これについては､ポエシェル出版社の『企業倫理の
リーダー』への基礎的な論文であるLorenzen（1991）,
S.48を参照｡
69 Steinmann/L‥ohr（1991,1994,1995），L‥ohr（1991）を
参照｡
70 それはとりわけ､企業は利潤原理の発現としての形態
である形式的な合理性要求に対峙する市場経済におけ
る俳優とみなされること､等々を意味している｡この原
理は､通常法律と企業倫理の実質的な合理性要求によっ
てその作用領域において制限されるが､不変な原理であ
る｡Schwinn（2001,S.321－322,特にS.327－328）は､合
理性標準の混合と解釈するミュンヒ（M‥unch）の｢相互
浸透命題｣に反対していることは正しいのである｡ここ
でまた､われわれの受けとめ方とは逆に利潤原理は利害
中性的ではないであろうということからわれわれの命
題を利潤原理の形式的な性格から繰り回し攻撃したウ
ルリッヒ（P.Ulrich）との論争もまた生じてくる｡しか
しこの論議の際には､まさに（Schwinnによって強調さ
れた）利潤原理の機能は経済的価値領域の統合に対す
る形式的な調整命令として展望されている｡その際､｢不
変の形式的合理性の下では､…どのような方向へその領
域が実質的に追い込まれるかによって､生活関係は重大
な変化を被ることになる｣と､Schwinnは上掲書S.327で
いっている｡
71 たとえば､Brief（1955），R‥opke（1961）を参照｡
72 計画によって決定された中央集権的な運用の基本的
な批判については､Steinmann/Schrey‥ogg（1997），
S.121－122とSchrey‥ogg/Noss （1994）を参照｡
73 たとえば､Klose（1988）を参照｡
74 たとえば､Beck（1988）を参照｡
75 これの詳細については､Steinmann/Olbrich（1998）
を参照｡
76 順応と高潔性アプローチとの区別については､Paine
（1994）を参照｡
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77 この意味において､いわゆる｢ガイドラインの宣言｣に
基づいたアメリカの企業においては､完全に具体的な倫
理的手段が始動し制度化されている｡Wieland（1993），
Steinmann/Olbrich（1998）を参照｡
78 これについては､レヴィ社の最高経営責任者ボッブ･
ハース（1994）の見解を参照｡
79 これの詳細については､経済理論形成の人間像に対し
て鋭い批判をしているGhoshal/Moran（1996）を参照｡
80 Haas（1994）,S.508（強調は原著者）
81 上掲書S.508を参照｡このような確定の結果レヴィ社
は､労働条件や人権制約で問題のある国ぐににおいて生
産してはならないという義務を負うことになった｡
82 この非難については､たとえばDieter Schneider
（1990）を参照｡
83 たとえば､R‥opke/Hunermann/M‥uller（1956）の興
味ある事例を参照｡
84 ここで､このような論議的論証になじむ構造を追求す
ることは､環境の複雑性と不確実性の条件の下での論議
論証的行動による意思決定問題の状況関連的な処理が
戦略的な企業管理の枠組みにおいても意義があるから､
経済的必要要件と形式的にはまったく矛盾しないとい
うことが想起されるのである｡この実情はとりわけ体系
的にしばしば企図された戦略的統制において論じられ
ている｡Steinmann/Schrey‥ogg（1986），Schrey‥ogg/
Steinmann（1987），Scherer（1995）を参照｡
85 詳細については､Stone（1975）とSimons（1995），
S.91－92を参照｡
86 Steinmann/Schrey‥ogg（1986）を参照｡
87 Simons（1995），S.91－92を参照｡
88 Hass（1994）S.508.
89 信頼組織の概念については､Ble icher（1982），
Walgenbach（2000）を参照｡
90 ここで､Homann/Suchanek（2000）の経済的ジレン
マ構造の結論に対する理論的企ては､理論的遊びに似た
考え方によって､倫理的問題の基礎構造の周辺を通り過
ぎているということもまた明らかになる｡その際の真の
倫理的ジレンマは､目標とされる行為水準の解決を事前
的に算定する見通しができ､実際に解決できるように､
その領域秩序の規制を超えないように｢加工｣されるの
である｡意思決定が最終的には人間にある――そしてそ
こに自由な意味においてまた完全にそうでなければな
らない――ところでは､この意思決定を打算的な働きを
する刺激構造に｢密かに｣移行させ､そしてそれによって
意思決定の意味を喪失させることはできないのである｡
91 たとえば､｢人間は所得獲得に努力しなければならな
い｣ということ以上には根拠づけの発端はない､とその
一般経営経済学においていったDieter Schneideの主張
もそのようなものである｡
長岡大学紀要　第２号 57
